
































令和４年度法科大学院入学試験【後期日程・開放型特別選抜後期日程】 
法律科目試験 出題の趣旨 

 

憲法 

問題１ 

 本問は、いわゆる住基ネットの合憲性に関する問題である。関連判例としては、最 1 小判
H20・3・6 民集 62・3・665 がある。主要な論点としては、①プライバシー権の内容、②プラ
イバシー権制約の違憲審査基準、③具体的検討（違憲審査基準のあてはめ）等がある。上記各
論点について、関連判例と学説をふまえた解答が求められる。 
 
問題２ 
 本問は、憲法と条約の形式的効力（国法秩序における序列）の優劣について問うものである。
換言すれば、いわゆる憲法優位説の論拠について、憲法の関連規定も踏まえて説明することを
求めるものである。憲法の最高法規性をいうだけでは説明にはならない。憲法 98 条 1 項には
条約が列挙されておらず、同条 2 項では条約の遵守が規定されているのである。憲法改正手続
と条約締結手続との対比を論ずることは必須であるが、さらに 81 条や 99 条との関係にも目配
りすることができれば十分な解答となるだろう。 
 
刑法 
問題Ⅰ 

本問では、酒を多量に飲むと複雑酩酊状態に陥り、他人に危害を加える性癖の持ち主であり、
そのことを自覚していた X が、自己のそうした性癖を利用して A に傷害を与えることを企て、
実行に及んだところ、X は傷害行為の際には心神耗弱状態にあり、また、A は傷害を受けた後
に救急車で病院に運ばれる途中、交通事故により死亡したという事例について、傷害行為と死
亡結果の間の因果関係、刑法 39 条 2 項の適用の可否を中心に検討すべきことになる。前者に
ついては、刑法における因果関係の意義と判断基準を明確にした上で、本問の事実関係を丁寧
に当てはめて結論を導く必要がある。また後者については、刑法 39 条 2 項の適用を認める場
合、「行為と責任能力の同時存在の原則」との関係をいかに理解するかが争われるが、いわゆる
「原因において自由な行為」の理論により、①同原則を堅持する立場（構成要件モデル）と②
同原則を緩和する立場（責任モデル・例外モデル）が主張されているところ、いずれに与する
としても、単なる政策論（処罰の必要性）ではなく、責任主義との関係性を意識した理論構成
を明確にするとともに、当該理論を適用するための要件を提示した上で、やはり本問の事実関
係を正確に当てはめていくことが求められる。なお、刑法 39 条 2 項は必要的減軽事由である
から、この争点は X に犯罪が成立することを前提として、その刑の減軽の可否の問題であるこ



とにも留意すべきである。 
 

問題２ 
 本問は、2 項強盗罪における「財産上（不法）の利益」の意義に関する基本的な知識及び、
死者の占有に関する知識を問うものである。問題文によれば、X は父 A を殺害して、A の財産
を相続しようとしている。相続の開始による財産の承継が、2 項強盗罪における「財産上の利
益」に当たるかについては、すでに否定する判例が存在する（東京高判平 1・2・27 高刑集 42

巻 1 号 87 頁）。この判例を念頭に、強盗殺人罪の成否について論じ、結果的には否定する（殺
人罪のみ成立）必要があった。また、問題文によれば、X は A の殺害直後に、室内で発見した
現金 20 万円を領得しようと思い至っている。殺害時に不法領得の意思がなかったことから、
強盗罪は考えられず（ただし、藤木説）、窃盗罪か占有離脱物横領罪の成否を論じる必要があ
った。ここでは、すでに死亡している A が当該現金を占有しているか（窃取概念における「他
人の占有」）が論点となる。想定される答案としては、死者の占有そのものを否定しつつ、殺
害した者との関係での生前の占有の継続を認め、時間的場所的に接着している範囲で窃盗罪
の成立を認めるというものがあった（最判昭 41・4・8 刑集 20 巻 4 号 207 頁）。 

 
民法 
第 1 問 

本問のうち，まず①ＢＣ間の法律関係に関するものは，未登記通行地役権の権利者が承役
地の譲受人に対して当該地役権の取得を対抗することの可否・要件，とりわけこれらに関す
る最判平成 10 年 2 月 13 日民集 52 巻 1 号 65 頁の判示が正確に理解されているか否かを試す
問題である。 

次に，②ＡＣ間の法律関係を問う問題については，ＢがＣに対して上記地役権の取得を対
抗しうる場合におけるＣのＡに対する代金減額請求（民法 565 条，563 条）の可否，Ｃによ
る甲の売買契約の解除（同 542 条）の可否，ＣのＡに対する損害賠償請求（同 415 条）の可
否などを具体的に分析することが求められる。 
 
第 2 問 

転用 物訴 権 。Ｂ Ａ間 の 利得 移動 が 有償 か無 償 かで 区別 し て考 える べ きで ある とす
る学説（昭和 45 年最判に対する批判）及び最高裁判例（平成 7 年最判）を踏まえた
論述をしているか否か。 

 
商法 

問 1 は株主の権利行使に関する利益供与（会社 120 条）について問うものである。条文に定



められた要件に、きちんと当てはめながら論じることが求められる。 
 問 2 は、特別利害関係人の議決権行使について、株主総会と取締役会の違いについての理解
を問うものである。株主総会では権利行使はできるのであり、ただ、そのために著しく不当な
決議がなされたことが、決議取消事由になる。これに対して、取締役会では権利行使ができな
い。このような点の指摘に加えて、このような違いがあるのはなぜかを説明することが求めら
れる。 
 
民事訴訟法 

問１は、必要的共同訴訟人の訴訟行為の効力に関する基本的な理解を問うものである。２種
の必要的共同訴訟（固有必要的共同訴訟、類似必要的共同訴訟）において訴訟共同の必要に差
異があることを踏まえたうえで、それぞれの場合における共同原告の１人による訴えの取下げ
の効力について検討することが求められる。 
 問２は、一部請求後の残部を用いた相殺の抗弁の適法性について問うものである。前訴の訴
訟物が何なのかを押さえつつ、明示的一部請求棄却後の残部請求は特段の事情がない限り信義
則に反し許されないと判示した最高裁判例を意識しながら、残部が相殺の抗弁に供された場合
の取扱いを説得的に論じることが求められる。 
 
刑事訴訟法 
 刑事訴訟法における主要論点である，捜査法及び証拠法の分野から，宿泊を伴う取調べ及び
派生的証拠の証拠能力の問題を出題した。前者では特に任意取調べの適法性の問題を，後者で
は取調べによって獲得された自白に基づく派生的証拠の証拠法上の取扱いについて問うた。 
 
行政法 
本問は、土壌汚染対策法 3 条 3 項の通知の処分性を認めた最判平 24・2・3 判例自治 355 号 35

頁をモデルにしたものである。 

 通知の処分性を認めるためにはどのような主張をすべきかを問う問 1 では、まず、大田区
ごみ焼却場事件・最判昭 39・10・29 民集 18 巻 8 号 1809 頁等が示す処分性の定義を示す必要
がある。ついで、同項の通知により土地所有者には調査・報告義務が生じていることから、
通知が土地所有者の法的地位に直接的影響を及ぼしていることを指摘する必要がある。さら
に、報告義務に従わない場合には、報告命令が出され（同条 4 項）、報告命令に従わない場合
に罰則が予定されていること（同法 65 条 1 号）につき、報告命令に対する取消訴訟を認めれ
ば、土地所有者の権利救済は認められるが、報告義務に従わない場合すみやかに報告命令が
出されるわけではないので、実効的な権利救済を図るという観点から見ても、通知が出され
た段階で当該通知に処分性を認め、取消訴訟を認めるべきであることを指摘する必要がある。 



 問 2 は、本件通知の手続法上の違法性を問うものである。まず、本件通知が行政手続法上
の申請に対する処分にあたるのか、不利益処分にあたるのかを示す必要がある。ついで、問
題文の中に、事前に意見を述べる機会を与えていない、理由も提示されていないと、手続法
上の問題点を示唆しているため、これらの問題点が、具体的に、行政手続法のどの条項に違
反するかを指摘する必要がある。 


